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①ビジョン策定の背景

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター

・温室効果ガスの排出量が最も多い、 
 最悪のシナリオの場合には2100年の 
 地球の平均気温は最大5.7℃上昇する
 と予測されている

・本市では令和３年に記録的な少雨に
 より、地下水位の低下が見られ、市
 民生活に影響が生じた

気候変動による温度上昇（IPCC 第６次評価報告書）

出典：㈱福井新聞社

少雨の影響による地下水位の低下（2021年11月）



②世界の動向

出典：環境省

2021年11月

 COP26（英国）
（パリ協定実施指針完成）

世界全体の気温上昇を産業革命以前よりも
2℃より十分低く保ちつつ（２℃目標）
1.5℃以内に抑えるための努力（1.5℃努力目標）
を継続することを世界全体の長期的な目標とすることを確認



②世界の動向

出典：環境省



②世界の動向

出典：資源エネルギー庁



③国内の動向
2020年10月

 カーボンニュートラル
（ゼロカーボン宣言）

日本は2050年までに温室効果ガス排
出量を全体としてゼロにするを宣言

環境省

2021年3月

 地球温暖化対策推進法(温対法)の改正

2021年10月

 地球温暖化対策計画の改訂

2021年6月

 2050年カーボンニュートラルに伴う 
 グリーン成長戦略の策定

2021年10月

 第６次エネルギー基本計画の策定

経済産業省

2050年カーボンニュートラルを基本理念
として新設し、政策の予見可能性を向上

2030年度目標の裏付けとなる対策・施策を
具体化、部門別の削減目標実現へのロード
マップを作成

「経済」と「環境」の好循環を作っていく
産業政策を成長が期待される14分野で実施

２０５０年カーボンニュートラルや、２０３
０年度の新たな温室効果ガス排出削減目標の
実現に向けたエネルギー政策を進める

目標の排出削
減量を▲46％
に引き上げる
方針を表明

2021年4月



③国内の動向
2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

 経済と環境の好循環を作り出す産業政策

 脱炭素化と電化を中心とした14の産業分野のイノベーション

概要

・研究開発・設備投資を誘発するグリーンイノベーション基金の創設
 （2兆円、今後10年間）
・投資促進税制
・金融市場のルールづくりを通じた革新的技術へのファイナンスの呼び込み
・新技術の需要を創出する規制改革、国際標準化による需要拡大と価格低減

・産業・民生業務・民生家庭・運輸部門はエネルギーを電気にシフト（電化）
・電化社会を支える蓄電池等の半導体・情報通信産業を成長分野に位置づけ
・熱需要には「水素化」と「CO2回収」で対応



③国内の動向
企業の脱炭素経営を促進する制度

概要 特徴

RE100
（Renewable Energy 100）

事業を100％再エネ電気で賄う
ことを目標とする企業連合
 参加日本企業 63社（2021年12月現在）

参加企業のサプライ
チェーン（供給連鎖）
傘下の中小企業にも
取組が求められる

【中小企業版の各制度】
RE Action
中小企業版SBT

SBT
（Science Based Targets）

1.5℃努力目標と整合させる形
で企業が定める5年～15年先の
温室効果ガス削減目標
 参加日本企業 173社（2021年12月現在）

TCFD
（Task Force on Climate-

related Financial Disclosures）

気候変動関連リスク及び機会
に関する財務情報の開示制度
 参加日本企業 653社（2021年12月現在）

2022年4月再編の東証
のプライム市場に上場
する企業はTCFD同等
の情報開示が必須



③国内の動向

出典：デジタル庁

デジタル田園都市国家構想(R3.11～策定中．実現会議に市長参加）

取組のイメージ

・地方の豊かさをそのままに、利便性と魅力を備えた地方像を提示
・地方が抱える課題をデジタル実装を通じて解決
・全ての人がデジタル化のメリットを享受できる心豊かな暮らしを実現
・地域の個性を活かした地方活性化により、持続可能な経済社会を目指す



③国内の動向
地域脱炭素ロードマップ（R3.6）

出典：環境省



③国内の動向

・先行地域の公募を開始（2022年1月より年2回程度実施、4年間で100地域以上選定）
・選定地域では重点的な施策を実施（交付金：2022年度は200億円）
 ・事業期間は2022年度～2030年度

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

出典：環境省



④県内の動向
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福井県内自治体のゼロカーボンシティ宣言の状況

・ゼロカーボンシティ宣言をしている
 自治体は2020年7月の福井県を起点に、
 本市（2021年3月）を含めて1県7市
 （2022年1月現在）

・国の地域脱炭素ロードマップへの
 準拠を目指す自治体は今後も順次増
 えていく見通し

県内自治体のゼロカーボンシティ宣言の状況


